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 ① 研究の背景と目的
人口減少・少子高齢化が進む地方では、不足する地域づくりの担い手として、定住せずとも
関わりを持つ地域外人材への期待が高まっている。このような人材を「関係人口」と呼び、
2018年度から総務省の関係人口創出・拡大事業など、住民と域外人材が協働した地域づくり
が行われるようになった。 
しかし、定住を前提としない域外人材が地域づくりに関わることについて、その意義や持続
可能性などについては批判的な意見もある。 
そこで本研究では域外人材の参加継続を規定する要因とそこに至るまでのプロセスを明らか
にし、活動の継続を促すために必要な働きかけについて検証することで、住民と域外人材が
協働した地域づくりの持続可能性の向上を図ることを目的とする。 出典：『「関係人口」の地域づくりにおける可能性』（田口,2017）

 ② 研究フィールド：島根県邑南町羽須美地域
 羽須美地域の概要 
　・人口：1400人　・高齢化率65%　・地区の1/3が空き家 
　・利用客の減少に伴い、2018年に地域を走る鉄道が廃線 
 域外人材と協働した主な取り組み 
　・2018年：鉄道廃線きっかけに鉄道ファンと廃線の利活用を通じた地域づくり　　 
　・2019年：DIY愛好家と空家リノベーションに取組む。 
　・2020年：町民を対象に域外人材と協働した地域づくりの為のセミナーを開講 
　活動を通じ、存続の危機にあった地域の祭りが継続されるなどの効果があった。

 ③ 研究の進め方
調査１：参与観察とヒアリングを行い、2020年度の協働事例（5事例）について調査。その上で、先行研究も踏まえ、RQを導出。 
調査２：2020年度の活動に参加者した域外人材のうち、すでに継続状態にある者に社会的属性や研究地との関係性、参加活動の内容や 
　　　　初期から現在に至るまでの意識変容について半構造化インタビューを実施し、活動継続に至るまでのプロセスを明らかにする。 
調査３：２で得られた内容を反映させた地域づくり活動を実施。新規参加した域外人材の今後の継続意向について調査し、効果を検証。

 ⑥ これからの展望

 ④ 導出したRQ
TypeA 
地域づくり活動において域外人材の活動継続を規
定する要因は何か 

TypeB 
1. 域外人材の属性や研究地との関係性は継続に
どのように影響するか 

2. 活動内容はどのように影響するか 
3. 地域への愛着は、域外人材の活動継続にどの
ような影響を与えるか

 ⑤ これまでの進捗
調査1,2より以下の内容が浮かび上がった。 
過去の取り組みに比べ、研究地に地縁・血縁的なルーツを持つ者、もしくは地域
外の中でも近隣に居住する者の割合が高い。一方で20代の割合が例年に比べて少
なく、これはコロナ禍による影響だと思われる。 
活動内容による継続度の差異は見られなかった。 
食事や会話、共同作業などの地域住民との交流が、活動初期にはあまり見られな
かった地域愛着の形成を促し、継続意向の向上につながる。 
同じように活動に参加する域外人材同士の交流が、他の活動やコミュニテイの形
成につながる。そのような出会いを求めたり、形成されたつながりにより情報共
有の頻度が上がることが、継続意向の向上につながる。

調査２より、継続意向の向上に関して、活動内容よりも活動形態（住民主導か、域外人材主導なのか）や、活動中の住民や他の域外人材と
の交流による影響の方が大きいと思われる。しかし、2020年度の活動は住民主導のみだったため、その差異は明らかにならなかった。 
そこで本年度は、住民主導の取組だけでなく、域外人材が主導する取組を実施（現時点で取組中1事例、今後実施予定が2事例）。参与観
察とヒアリングより主導者の違いによる活動形態の違いと、半構造化インタビューを行い新規参加者の継続意向について調査。調査1,2,3
で得られた内容をm-GTAを用いて分析し、修論にまとめる。

 ⑦ 本研究の意義
人口減少地域が増えてくることを鑑みると、今後日本各地で顕在化する地域の担い手不足という問題に対して、地域住民と域外人材の協働
という手段は有効であると考えられる。 
地域によそ者が継続的に関わることは、担い手不足の解消のみならず、住民の誇りの回復にもつながるとされるため（敷田,2009）、住民
や地域全体のエンパワメントへの寄与も目指したい。 
本研究は曖昧な部分の多い関係人口論という分野においてその理解を深めることとなり、研究に貢献できる。 


